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概要

●民事執行法の単なる条文解説書ではなく､ 実務家の参考に供することを主眼として執行の対象物ごとに分類し､ それぞれに強制執行手続と
　担保権の実行としての競売手続に関して､ 旧法との関連を含めて詳しい解説を施した初めての本格的実務書です｡
●各種の申立書､ 通知書､ 嘱託書など執行の過程における書式に､ 作成する場合の注意書を付して登載するとともに､
　配当手続の中では具体的配当例が掲げられているので､ 実務的にきわめて便利です｡
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